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    第１章 総   則 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、長崎市契約規則（昭和39年長崎市規則第26号。以下「規則」とい

う。）第３条及び第１８条の規定に基づき、本市が行う物品の売買、貸借、修理及び

製造の請負、建設工事に係る業務以外の業務の委託、修繕等の契約（以下総称して「物

品等契約」という。）を締結する場合の競争入札に参加する者の資格及び当該資格の

審査並びに指名競争入札参加者の選定に係る指名基準に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）建設工事に係る業務以外の業務 長崎市建設工事等競争入札参加者の資格審査

及び選定要綱（昭和55年8月1日施行）第1条に規定する建設工事に係る測量、建

設コンサルタント業務及び地質調査業等以外の業務をいう。 

（２）競争入札 一般競争入札又は指名競争入札をいう。 

（３）本店 法人における登記簿上の本店をいう。 

（４）営業所等 本市と常時契約を締結することができる事務所又は事業所をいう。 

（５）地域区分 第５条第１項に規定する競争入札参加資格の認定に当たって、当該競

争入札に参加しようとする者について、次のアからエまでに掲げる要件により区分

したものをいう。 

  ア 市内業者 市内に営業所等を有する法人（市内に本店を有するものに限る。）

であって、かつ、次の(ア)から(ウ)までのいずれかに該当するもの又は市内に住民票

上の住所を有する個人であって、市内において営業を営むもの（それぞれ市内に



おける営業年数が１年以上あるものに限る。） 

   (ア) 従業員数の合計のうちに市内の事務所又は事業所（以下「事業所等」という。）

における従業員数の占める割合が５割を超える者（従業員数の合計が２人のとき

は、５割以上である者） 

   (イ) 本市を含む３以上の市町村（特別区を含む。以下同じ。）に事業所等を有して

おり、当該市町村の中で、市内の事業所等の従業員数が最も多い者（本市と本市

以外の市町村の従業員数が同数で最も多い者を除く。） 

   (ウ) 市内の事業所等における従業員数が50人を超える者 

  イ 認定市内業者 ア以外の法人で、市内に営業所等を有し、市内の事業所等の従業

員数が５０人を超えるもの（市内における営業年数が５年以上あるものに限る。） 

ウ 準市内業者 市内に営業所等を有するア以外の法人（市内に本店を有するもの

限る。）又は市内に営業所等を有するイ以外の法人であって当該営業所等におけ

る従業員数が１人以上であるもの（それぞれ市内における営業年数が１年以上あ

るものに限る。）  

 エ 市外業者 アからウまで以外の法人又は個人 

 

 

    第２章 競争入札参加者の資格審査 

（競争入札参加資格） 

第３条 競争入札に参加する者に必要な資格は、次の各号のいずれにも該当しない者

とする。 

（１）規則第２条第１項に規定する者（同項後段の規定により読み替えて適用する者

を含む。）に該当する者 

（２）規則第２条第２項各号に該当すると認められる者 

（３）経営状態が著しく不健全であると認められる者 

（４）本市の市税を滞納している者 

（５）消費税及び地方消費税を滞納している者 

（６）第５条第２項若しくは第８条第２項に規定する競争入札参加資格審査申請書又

は添付書類中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記

載しなかった者 

（７）個人住民税の特別徴収を行うべき者であって、個人住民税の特別徴収を行って

いないもの 

  （競争入札参加資格の内容） 



第４条  規則第３条第１項に規定する必要な資格は、別表第１の左欄に掲げる資格とし、

その内容は同表右欄に掲げるとおりとする。 

（競争入札参加資格の申請） 

第５条 本市の物品等契約に係る競争入札に参加しようとする者は、前２条に規定する

資格（以下「競争入札参加資格」という。）について、市長の認定を受けなければな

らない。 

２ 前項の規定による認定を受けようとする者は、市長が別に定める競争入札参加資格

審査申請書（以下「申請書」という。）に別表第２に掲げる書類を添付して、市長に

申請しなければならない。 

（競争入札参加資格の認定） 

第６条 市長は、前条第２項の規定による申請があったときは、競争入札参加資格の要

件に基づき審査を行い、当該競争入札参加資格の要件に適合すると認められるとき

は、競争入札参加資格について、地域区分に応じ、期間を定めて認定するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定により認定したときは、申請者に対し、市長が別に定める競争

入札参加資格認定通知書（以下「認定通知書」という。）により通知するものとする。 

（有資格者の有効期間） 

第７条 前条第１項の期間は、認定した日から第５条第２項の規定により申請書に添付

する直近の決算書類の写しにおける会計期間の末日又は確定申告書の写しにおける

課税期間の末日から２年７か月（申請者の事業に係る最初の決算期が到来していない

場合にあっては、当該申請者の設立年月日（申請者が法人以外の者であるときは、申

請書を受理した日）から１年７か月）を経過する日が属する月の末日までとする。 

 （競争入札参加資格の更新） 

第８条  第６条第１項の規定により競争入札参加資格の認定を受けた者（以下「有資格

者」という。）は、前条に定める有効期間以後引き続き本市の物品等契約に係る競

争入札に参加しようとするときは、競争入札参加資格の更新を受けなければならな

い。 

２ 前項の競争入札参加資格の更新を受けようとする者は、前条に規定する期間の満了

日の２週間前の日が属する週の金曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日に当たるときは、その直前の休日でない日）までに

申請書に別表第３に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

３ 前２条の規定は、第１項の更新について準用する。この場合において、前２条中「認



定」とあるのは「更新認定」と読み替えるものとする。 

（競争入札参加資格の再認定） 

第８条の２ 有資格者は、第６条第１項の規定による認定（第８条第３項の規定によ

り準用する場合を含む。）を受けた後において、地域区分の変更に係る事実が生じ

たときは、再認定を受けることができる。 

２ 前項の再認定を受けようとする者は、申請書に別表第３及び別表第４に掲げる書

類を添付して、市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、競争入札参加資格の要件に基づ

き審査を行い、当該競争入札参加資格の要件に適合すると認められるときは、競争

入札参加資格を再認定するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により、再認定したときは、申請者に対し、認定通知書によ

り通知するものとする。 

 （競争入札参加資格の取消し又は変更） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、競争入札参加資格を

取消し、又は認定した事項を変更することができる。 

（１）競争入札参加資格を有しなくなったとき。 

（２）不正な手段又は虚偽の申請によって競争入札参加資格の認定を受けたと認められ

るとき。 

（３）その他競争入札参加資格を取消し、又は認定した事項を変更する必要があると認

められるとき。 

 （競争入札参加資格の変更届） 

第１０条 有資格者は、第６条第１項の規定による認定（第８条第３項の規定により準

用する場合を含む。）を受けた後において、次に掲げる事項について変更があったと

きは、速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。 

（１）商号又は名称 

（２）住所又は所在地 

（３）代表者又は受任者（法人にあっては、役職名を含む。） 

（４）電話番号又はファクシミリ番号 

（５）使用印鑑 

（６）資本・人的関係 

２ 有資格者は、営業種目を追加し、又は取り下げる場合は、市長が別に定める競争入

札参加資格業種追加・取下げ届により市長に届け出なければならない。 

３ 有資格者が次の各号のいずれかに該当したときは、速やかに、その旨を市長に届け



出なければならない。 

（１）廃業したとき。 

（２）破産等をしたとき。 

（３）法人が合併又は分割等をしたとき。 

（４）成年被後見人、被保佐人若しくは被補助人又は破産手続開始の決定を受けて復権

を得ない者となったとき。 

（有資格者名簿の作成） 

第１１条 市長は、有資格者を登載した有資格者名簿を作成しなければならない。 

２ 市長は、第６条第１項の規定により競争入札参加資格の認定をしたときは、速やか

に有資格者名簿に登録しなければならない。 

３ 市長は、第８条第３項の規定による更新の認定をしたとき若しくは第９条の規定に

よる取消し、若しくは変更をしたとき又は前条の規定による変更の届出があったとき

は、有資格者名簿を訂正しなければならない。 

    第３章 競争入札参加者の選定 

 （競争入札の参加） 

第１２条 本市の物品等契約に係る競争入札に参加できる者は、有資格者名簿に登載さ

れている者でなければならない。ただし、修繕の契約に係る競争入札において、市長

が必要と認めるときは、当該競争入札に参加できる者については、長崎市建設工事等

競争入札参加者の資格審査及び選定要綱（昭和５５年８月１日施行）第１１条に規定

する有資格業者名簿に登載されている者とすることができる。 

 （指名基準） 

第１３条 本市の物品等契約に係る指名競争入札に参加する者を指名しようとすると

きは、次に掲げる事項に留意するとともに、当該会計年度における指名及び受注の状

況等を勘案し、指名が特定の有資格者に偏らないようにしなければならない。 

（１）不誠実な行為の有無及び信用状態 

（２）販売実績 

（３）経営状態 

（４）契約の内容に適した専門性及び技術的適性 

（５）設備の保有状況 

（６）その他市長が必要と認める事項 

（指名の制限）  

第１４条 本市の物品等契約に係る指名競争入札に参加する者の指名にあっては、前２

条に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当する者を指名することができない。 



（１）長崎市競争入札参加資格者指名停止措置要領（平成７年１１月７日施行）に基づ

く指名停止措置の期間中である者 

（２）長崎市各種契約等における暴力団等の排除措置に関する要綱（平成２４年長崎市

告示第８５号）の規定による指名停止措置の期間中である者並びに長崎市事業所実

態調査実施要領（平成１６年長崎市告示第３０５号）の規定による入札参加制限措

置の期間中である者 

（３）銀行又は主要取引先からの取引停止等の事実等から、客観的に経営状況が著しく

不健全であると判断される者 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始

の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再

生手続開始の申立てがあった者（更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認

可の決定が確定された者（第１２条ただし書の規定により建設工事に係る有資格業

者から選定する場合にあっては、更生手続開始又は再生手続開始の決定日以後を審

査基準日とする経営事項審査を受け、本市の入札参加資格審査申請書を再度提出し、

その審査を経て有資格業者として認定された者に限る。）を除く。） 

（５）契約の履行に当たって必要とする特殊な技術又は設備を有しない者 

（６）同一の契約において資本・人的関係がある者が含まれている者 

（７）前各号に掲げる者のほか前条の各号を調査した結果、指名することが不適当と認

められる者 

    第４章 雑   則 

（随意契約の業者選定） 

第１５条 この要綱は、規則第２５条の規定により随意契約について準用する。ただし、

次項に定める場合に限り、第１２条の規定を準用しないことができる。 

２ 規則第２５条ただし書に規定する市長が特別の理由があると認める随意契約の場

合は、次の各号のいずれかに該当するときとする。 

（１）購入しようとする物品の調達が、災害等により緊急を要するとき。 

（２）特殊な物品の購入、貸借若しくは製造の請負又は特別な技術を要する業務の委託

において、有資格者の中から選定することができないとき。 

（３）賄材料又は生鮮食料品類を購入するとき。 

（４）図書類を購入するとき。 

（５）その他市長が有資格者の中から選定することができないと認めるとき。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるものを除くほか、必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６３年１２月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成３年１月４日から施行する。ただし、平成３年３月３１日までの有

効期間を有するものは、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成３年８月１日から施行する。ただし、平成５年３月３１日までの有

効期間を有するものは、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成４年１２月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、平成１１年

１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、平成１１年３月３１日までの有効期間を有する者の有効期間

は、平成１１年９月３０日までとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に有資格者の認定を受けた者の有効期間は、なお従前の例に

  よる。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。ただし、平成１５年９月３０日まで

の有効期間を有するものは、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の長崎市物品等競争入札参加者の資格審査及び選定要綱の規定は、競争入札 



参加資格の有効期間が平成１７年１０月１日以後から始まるものについて、適用する。 

附 則（平成１８年３月３０日告示第２０７号） 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月１８日告示第４５４号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。（平成１９年６月１８日告示第４５４号） 

（経過措置） 

２ 改正後の長崎市物品等競争入札参加者の資格審査及び選定要綱（以下「改正後の要

綱」という。）の規定は、平成１９年１０月１日以後の認定に係るものから適用し、

同日前に係るものについては、なお従前の例による。 

３ 平成１９年７月の定期受付から平成２０年７月までに申請した長崎市の区域外に

本店を有する有資格者に係る有効期間については、改正後の要綱第１０条中「２年７

箇月」とあるのは、「１年７箇月」と読み替えて適用する。 

   附 則（平成１９年１０月１日告示第７０５号） 

この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年３月３１日告示第２９２号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年９月４日告示第６４７号） 

この要綱は、平成２０年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月５日告示第１０５号） 

この要綱は、平成２１年３月５日から施行する。 

   附 則（平成２２年１１月１５日告示第６５８号） 

この要綱は、平成２２年１１月１５日から施行する。 

   附 則（平成２４年９月２１日告示第６３８号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２７年１０月２３日告示第６６２号） 

この要綱は、平成２７年１２月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月１０日告示第１２９号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和元年９月２５日告示第５７１号） 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和元年１０月３０日告示第６４６号） 



この要綱は、令和元年１１月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月２７日告示第８２２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和２年６月２４日告示第３９２号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則（令和２年１０月８日告示第５６１号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

  附 則（令和３年３月１６日告示第１４８号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の長崎市建設工事等競争入札参加者の資

格審査及び選定要綱第５条第１項の規定により認定を受けている者及びこの要綱による改正

前の長崎市物品等競争入札参加者の資格審査及び選定要綱第５条第１項により認定を受けて

いる者については、この要綱による改正後の長崎市建設工事等競争入札参加者の資格審査及

び選定要綱第３条第１０号の規定及びこの要綱による改正後の長崎市物品等競争入札参加者

の資格審査及び選定要綱第３条第７号の規定は、その認定の有効期限の末日又は令和４年３

月３１日のいずれか早い日までの間は、適用しない。 

 



別表第１（第４条関係） 

 

 

 

資   格 資格の内容 

 

 

販売及び製造の実績高 
直前２年間における各営業年度の決算により 

算出した販売及び製造の実績高年間平均高 

 経営規模 

（１）登記事項証明書の資本金 

 

（２）直前１年の営業年度決算（以下「直前決算」 

という。）における設備の額 

経営比率及び営業年数 

 （１）直前決算における流動比率（流動資産の額を 

流動負債の額で除して得た数値を百分比で表し 

たものをいう。） 

 

 （２）直前決算の日における営業年数 

従業員 直前決算の日において事業に従事した従業員数 

 

 

別表第２（第５条関係） 

 １ 委任状 

 ２ 使用印鑑届 

 ３ 登記事項証明書（法人に限る。） 

 ４ 市町村長が発行する身元証明書（個人に限る。） 

 ５ 納税証明書 

（１）長崎市税の完納証明書（本市に本店又は事業所等を有する者に限る。） 

（２）本店所在地の税務署が発行する消費税及び地方消費税の未納がないことを

証する証明書 

 ６ 後見登記等に関する法律（平成11年法律第152号）第10条の規定による登記

されていないことの証明書（個人に限る。） 

 ７ 申請書提出時における直近２か年分の決算書類の写し（法人に限る。） 

 ８ 申請書提出時における直近２か年分の確定申告書の写し（個人に限る。） 

 ９ 登録業種ごとに市長が必要と認める書類 

 １０ 資本・人的関係届出書 

 １１ 従業員数を証する書類（市外業者を除く。） 

 １２ ５年以上市内で事業を継続していることを証する書類（認定市内業者に

限る。） 

 １３ 住所を証する書類（市内業者の個人に限る。） 



 １４ １年以上市内で事業を継続していることを証する書類（市内業者又は準

市内業者に限る。） 

 １５ 従業員等の個人住民税・個人県民税の特別徴収（以下「特別徴収」とい

う。）の実施の有無を確認できる書類（市内業者、認定市内業者又は準市内業

者に限る。） 

 

 

別表第３（第８条、第８条の２関係） 

 １ 納税証明書 

（１）長崎市税の完納証明書（本市に本店又は事業所等を有する者に限る。） 

（２）本店所在地の税務署が発行する消費税及び地方消費税の未納がないことを

証する証明書 

 ２ 申請書提出時における直近２か年分の決算書類の写し（法人に限る。） 

 ３ 申請書提出時における直近２か年分の確定申告書の写し（個人に限る。） 

 ４ 登録業種ごとに市長が必要と認める書類 

 ５ 従業員数を証する書類（市外業者を除く。） 

 ６ ５年以上市内で事業を継続していることを証する書類（認定市内業者に限

る。） 

 ７ 住所を証する書類（市内業者の個人に限る。） 

 ８ 特別徴収の実施の有無を確認できる書類（市内業者、認定市内業者又は準

市内業者に限る。） 

 

 

別表第４（第８条の２関係） 

 １ 地域区分の変更に係る事実を確認できる書類 

 


